
長野市国土強靱化地域計画　資料編 【令和６年度改訂版】

◆事前に備えるべき目標と個別施策分野ごとの取り組む事業 令和６年４月現在

行政経営 保健福祉 環境 防災・安全 教育・文化 産業・経済 都市整備

１．住宅・建築物等、宅地の耐震 ●公共施設マネジメント推進事業 ●勤労者女性会館管理運営事業
●ブロック塀等除却事業補助金（住
宅・建築物安全ストック形成事業）

●長野市芸術館運営事業 ●鬼無里大岡観光施設運営事業 ●返目団地全面改善・建替事業

　　化・長寿命化及び防火性能 ●財産総括管理・総合調整事業 ●人権同和事業　隣保館管理運営
●住宅耐震対策事業（住宅・建築物
安全ストック形成事業）

●東部文化ホール吊天井改修事業 ●戸隠観光施設運営事業 ●公営住宅等管理運営事業

　　の強化 ●軽費老人ホーム事務費補助金
●住宅耐震改修事業補助金（住宅・
建築物安全ストック形成事業）

●東部文化ホール管理運営事業 ●自転車通行環境整備事業

●児童館等小規模改修事業
●公営住宅等ストック総合改善事
業

●博物館特別展示室天井耐震改修
事業

●もんぜんぷら座改修事業

●障害者（児）福祉施設改修事業
●大規模盛土造成地の宅地耐震化
推進（宅地耐震化推進事業）

●生涯学習センター管理運営事業 ●総合公園等維持管理事業

●介護保険関連サービス基盤整備
補助金

●特定既存耐震不適格建築物等耐
震診断事業補助金（住宅・建築物安
全ストック形成事業）

●オリンピック施設大規模改修事業 ●過年災害公園施設復旧事業

●障害者福祉施設整備補助金
●要安全確認計画記載建築物耐震
診断事業補助金(住宅・建築物安全
ストック形成事業）

●社会体育館管理運営事業

●社会福祉施設等施設整備費補助
金

●スポーツ施設改修事業

●公民館管理運営事業

●松代文化ホール管理運営事業

●小中学校防災機能強化等事業

●小中学校施設長寿命化改修事業

●公民館改修事業

●（仮称）長沼河川防災ステーショ
ン整備事業

●（仮称）豊野防災交流センター整
備事業

２．市街地の防災対応力の強化 ●統合型ＧＩＳ構築事業
●長野運動公園総合運動場管理運
営事業

●県庁緑町線沿線地区整備事業

●南長野運動公園総合運動場管理
運営事業

●城山公園再整備事業

●南石堂Ａ－１地区優良建築物等
整備事業補助金

●総合公園等維持管理事業

●危険空家等対策事業（空き家対
策総合支援事業、空き家再生等推
進事業）

●狭あい道路整備事業（狭あい道
路整備等促進事業）

●過年災害公園施設復旧事業

●都市公園安全安心対策緊急総合
支援事業

●善光寺周辺地区街なみ環境整備
事業

事前に備えるべき目標

※色付きの施策は、重点化すべきリスクシナリオにかかる施策

施　　　策
個　　別　　施　　策　　分　　野

人命の保護が最大

限図られること
１
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◆事前に備えるべき目標と個別施策分野ごとの取り組む事業 令和６年４月現在

行政経営 保健福祉 環境 防災・安全 教育・文化 産業・経済 都市整備
事前に備えるべき目標 施　　　策

個　　別　　施　　策　　分　　野

２．市街地の防災対応力の強化 ●戸隠地区街なみ環境整備事業

●茶臼山動物園再整備事業

●長野駅周辺第二土地区画整理事
業

３．消防団の強化 ●非常備消防装備整備事業

●消防団管理運営事業  消防団交
付金
消防団員公務災害補償   消防団員
報酬・退職報償金

●消防団装備整備事業

４．治水対策の強化 ●統合型ＧＩＳ構築事業 ●地域防災計画等作成 ●県営土地改良負担金事業
●特定環境保全公共下水道整備事
業

●災害応急対策 ●市単土地改良事業 ●流域関連公共下水道整備事業

●国民保護計画策定事業 ●排水機場整備事業 ●公共下水道整備事業

●河畔林整備事業 ●農業基盤整備事業補助金 ●水路維持補修事業

●貯留施設整備事業 ●農村地域防災減災事業 ●側溝整備事業

●河川水路改修事業
●農業水路等長寿命化・防災減災
事業

●河川緊急浚渫推進事業

●過年災害河川施設復旧事業

●高岡川災害関連事業
　（令和３年12月事業完了）

●雨水調整池の維持管理事業

●雨水渠整備事業

●水門遠隔化・自動化事業

●排水機場整備等事業

●ため池や農地を利用した雨水流
出抑制事業

●河川防災ステーション整備事業

１
人命の保護が最大限図
られること
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◆事前に備えるべき目標と個別施策分野ごとの取り組む事業 令和６年４月現在

行政経営 保健福祉 環境 防災・安全 教育・文化 産業・経済 都市整備
事前に備えるべき目標 施　　　策

個　　別　　施　　策　　分　　野

５．土砂災害の対策の強化 ●統合型ＧＩＳ構築事業 ●傾斜地保全対策事業 ●総合公園等維持管理事業

●危険防止対策（災害危険住宅移
転事業補助金、住宅・建築物安全
ストック形成事業）

●茶臼山動物園再整備事業

●危険防止対策 ●地域公園維持管理事業

●道路防災事業（防災総点検）

●大規模盛土造成地の宅地耐震化
推進（宅地耐震化推進事業）

●長野市盛土規制区域指定の基礎
調査

６．自主防災活動の強化
●市総合防災訓練（地域防災力向
上事業）

●自主防災組織強化事業  防災資
機材等購入費補助金

７．防災意識の啓発、情報提供 ●インターネット広報事業
●防災講演会（地域防災力向上事
業）

●国際交流コーナー管理運営事業

●広報紙発行事業 ●火事をなくする市民運動事業 ●外国青年招致事業

●市政番組放送事業 ●市総合防災訓練 ●諸外国交流事業

●財産総括管理・総合調整事業 ●災害応急対策

●国民保護計画策定事業

●地域防災計画等作成

１．備蓄の強化 ●災害応急対策 ●オリンピック施設大規模改修事業 ●老朽送配水管解消事業

●電気自動車（ＥＶ）充電設備設置
モデル事業

●非常用電源設備の整備 ●社会体育館管理運営事業

●電力の地産地消モデル事業 ●防災備蓄品の整備
●長野運動公園総合運動場管理運
営事業

●応急救護所用エアテントの配備
●南長野運動公園総合運動場管理
運営事業

●災害時の公衆トイレ対策 ●スポーツ施設改修事業

●帰宅困難者用備蓄の整備

●衛生用品等の備蓄

１
人命の保護が最大

限図られること

２
負傷者に対し、迅速

に救助・救急活動が

行わること
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◆事前に備えるべき目標と個別施策分野ごとの取り組む事業 令和６年４月現在

行政経営 保健福祉 環境 防災・安全 教育・文化 産業・経済 都市整備
事前に備えるべき目標 施　　　策

個　　別　　施　　策　　分　　野

２．連携受援体制の強化 ●災害時受援計画の策定 ●ごみ収集運搬事業
●道路防災事業
　対象路線は別添資料による

●林内路網維持管理事業 ●過年災害道路施設復旧事業

●医療救護班（DMAT)の派遣要請 ●災害廃棄物処理事業 ●幹線市道新設改良事業

●宅内瓦礫混入土砂等処理事業

●幹線市道新設改良事業
  古牧朝陽線改良
　更北大塚線
　長野西746号線

●生活道路新設改良事業
　秋古青池線
　原市場赤田線
  田野口小田原線
　中村田頭線
　椛内大八橋線
　浅川東条台ケ窪線
　村山若里堤防線
　上条花倉線
　新町大岡線
　中曽根門沢線
　赤沼地区内道路
　芋井103号線
　鑪泉平線
　戸隠東線
　豊野388号線
　浅川63号線
　鬼無里財又塔之越線
　富竹中央線
　青木太田線
　北郷中央線
　戸隠南388号線
　長野南222号線
　松代東285号線
　赤沼公園連絡道路
　犀北中央線
　鬼無里土倉川浦線
　豊野平出線
　矢平保玉線
　中条９８号線
　青木田ノ入線
　大座法師池西高線
　綿内駅東西線

●中核市推進事業
　中核市市長会負担金

３．消防・救急の強化 ●消防車両整備事業

●非常備消防装備整備事業

●消防水利整備事業  消火栓工事
負担金

●高機能消防指令情報システム全
更新事業

●NET119緊急通報システム管理運
営事業

４．医療機関等の非常用エネル
ギーの確保

〇長野県石油商業組合と連携した
石油類燃料備蓄

５．帰宅困難者への対応
●旅行者への対策（災害情報等の
提供）

●総合公園等維持管理事業

２
負傷者に対し、迅速に
救助・救急活動が行わ
ること
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◆事前に備えるべき目標と個別施策分野ごとの取り組む事業 令和６年４月現在

行政経営 保健福祉 環境 防災・安全 教育・文化 産業・経済 都市整備
事前に備えるべき目標 施　　　策

個　　別　　施　　策　　分　　野

６．災害医療体制の強化
●フレイル予防推進事業（寝たきり
予防推進事業）

●救急高度化事業

●地域介護予防活動支援事業

●介護予防普及啓発事業

●救急医療提供体制整備事業

７．免疫・感染症等の予防 ●感染症対策

●災害時の感染症予防マニュアル
の策定

●災害に伴う防疫対策

●家畜伝染病の予防

１．地域情報伝達体制の構築
●高機能消防指令情報システム全
更新事業

●防災情報システム管理事業

●NET119緊急通報システム管理運
営事業

●総合防災情報システム、防災行
政無線等の整備

２．災害情報・通信機能の多重化・
強化

●情報通信施設老朽化対策事業 ●出産・子育て応援ＬＩＮＥ配信事業
●高機能消防指令情報システム全
更新事業

３．行政機関の災害対応力の強化 ●本庁舎等維持改修事業 ●市総合防災訓練

●統合型ＧＩＳ構築事業 ●地域防災計画等作成

●個人情報保護事業 ●国民保護計画策定事業

●情報公開事業

●文書・例規事務運営事業

●電子市役所運用管理事業

●行政情報システム開発事業

●電算組織運用管理事業

３．行政機関の災害対応力の強化 ●連携中枢都市圏構想推進事業

●連携中枢都市圏構想推進事業

４．．避難行動要支援者、観光客・
外国人等への支援体制

●総合相談支援事業 ●国際交流コーナー管理運営事業

●外国青年招致事業

３
必要不可欠な行政機能
情報通信機能は維持す
ること

負傷者に対し、迅速

に救助・救急活動が

行わること

２
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◆事前に備えるべき目標と個別施策分野ごとの取り組む事業 令和６年４月現在

行政経営 保健福祉 環境 防災・安全 教育・文化 産業・経済 都市整備
事前に備えるべき目標 施　　　策

個　　別　　施　　策　　分　　野

１．緊急輸送路、避難路等の機能確
保

●災害対策費　特別豪雪地帯等住
宅除雪支援

●県営土地改良負担金事業

●幹線市道新設改良事業
  古牧朝陽線改良
　更北大塚線
　長野西746号線

●千曲川左岸緊急車両用道路整備
事業

●市単土地改良事業 ●若穂スマートインター整備事業

●消防水利整備事業  消火栓工事
負担金

●現年災害農業施設復旧事業 ●街路北部幹線改良事業

●県営土地改良負担金事業 ●街路川中島幹線改良事業

●市単土地改良事業 ●街路山王小柴見線改良事業

●現年災害農業施設復旧事業 ●橋りょう安全点検管理事業

●農業基盤整備事業補助金
●狭あい道路整備事業（狭あい道
路整備等促進事業）

●農業水路等長寿命化・防災減災
事業

●県庁緑町線沿線地区整備事業

●農村地域防災減災事業

●生活道路新設改良事業
　秋古青池線
　原市場赤田線

●林内路網維持管理事業

●交通安全施設等整備事業
　町川田大門線
　朝陽197号線
　豊野石吉線
　大豆島松岡線
　松岡南長池線
　(仮称)長沼東西線
　長沼135号線他
  長野西267号線
　北長野通り線
　北長池北屋島線
　穂保三才線
　中組下氷鉋小線

●道路維持補修事業

●舗装修繕事業

●道路附属物長寿命化修繕事業

●長野駅周辺第二土地区画整理事
業

２．上下水道の耐震化・老朽化対策 ●老朽送配水管解消事業

●浄水場整備事業

●蚊里田低区２号配水池整備事業

●旧簡易水道整備事業

●他事業関連配水管布設替等事業

●水道ビジョンの策定

●特定環境保全公共下水道整備事
業

４
必用最低限のインフラ
を確保し、早期復旧が
できること
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◆事前に備えるべき目標と個別施策分野ごとの取り組む事業 令和６年４月現在

行政経営 保健福祉 環境 防災・安全 教育・文化 産業・経済 都市整備
事前に備えるべき目標 施　　　策

個　　別　　施　　策　　分　　野

２．上下水道の耐震化・老朽化対策 ●流域関連公共下水道整備事業

●公共下水道整備事業

●下水道ストックマネジメント計画

●農業集落排水施設整備事業

３．飲用水・用水の確保
●消防水利整備事業  消火栓工事
負担金

●浄水場・ポンプ場の非常用電源
の確保

●地域公園維持管理事業

４．災害用エネルギーの備蓄・確保 ●温暖化防止企画・調査事業 ●石油協会との協定締結

●電気自動車（ＥＶ）充電設備設置
モデル事業

●災害応急対策

●電力の地産地消モデル事業 ●市総合防災訓練

１．広域輸送機能の確保 ●幹線道路の整備

●街路北部幹線改良事業

●長野駅周辺第二土地区画整理事
業

●幹線道路の整備

●都市計画道路の整備

２．民間企業における自主防災力
の強化促進

●BCP策定の支援、啓発

３．農産物の安定確保 ●農業用施設の耐震化
●流通備蓄の確保のための事業者
との協定締結

●農業経営の安定化

●農業基盤整備

●基幹的農業水利整備事業

４．広域連携の強化

１．土砂災害による二次被害の防止 ●市総合防災訓練

●大規模盛土造成地の宅地耐震化
推進（宅地耐震化推進事業）

●土砂災害ハザードマップ作成

●防災・減災対策のＡＩ活用事業

●地域防災計画等作成

５
流通・経済活動を停滞
させないこと

4
必用最低限のインフ

ラを確保し、早期復旧

ができること

二次的な被害を発生

させないこと
6
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◆事前に備えるべき目標と個別施策分野ごとの取り組む事業 令和６年４月現在

行政経営 保健福祉 環境 防災・安全 教育・文化 産業・経済 都市整備
事前に備えるべき目標 施　　　策

個　　別　　施　　策　　分　　野

２．緊急輸送路等の沿道建築物等
の耐震化の促進

●ブロック塀等除却事業補助金（住
宅・建築物安全ストック形成事業）

●道路防災事業
　対象路線は別添資料による

●特定既存耐震不適格建築物等耐
震診断事業補助金（住宅・建築物安
全ストック形成事業）

●県庁緑町線沿線地区整備事業

●要安全確認計画記載建築物耐震
診断事業補助金（住宅・建築物安全
ストック形成事業）

３．有害物質の取り扱い事業者の
監視・指導

●環境汚染対策事業
●アスベスト飛散防止対策事業補
助金（住宅・建築物安全ストック形
成事業）

●法令に基づく定期点検の実施奨
励

●危険物の保安に関する意識啓発

●防御訓練の開催及び資機材の整
備

●毒物・劇物の危害防止対策

●飛散防止措置

４．森林・農地の適切な整備保全 ●県営土地改良負担金事業

●市単土地改良事業

●排水機場整備事業

●農業基盤整備事業補助金

●農業水路等長寿命化・防災減災
事業

●農業公社事業

●親元就農者支援事業

●農業次世代人材投資事業

●農業機械化補助金

●被災農業用施設等復旧支援事業

●農作物等災害経営支援利子補給
事業

●地域奨励作物支援事業

●農業研修センター管理運営事業

●人・農地プラン実質化事業

●農地流動化助成金

●地産地消推進事業

●果樹振興補助金

●農村地域防災減災事業

６
二次的な被害を発生さ
せないこと

8



◆事前に備えるべき目標と個別施策分野ごとの取り組む事業 令和６年４月現在

行政経営 保健福祉 環境 防災・安全 教育・文化 産業・経済 都市整備
事前に備えるべき目標 施　　　策

個　　別　　施　　策　　分　　野

４．森林・農地の適切な整備保全
●農業水路等長寿命化・防災減災
事業

●現年災害農業施設復旧事業

●農業基盤整備事業補助金

●排水機場整備事業

●インバウンド推進事業

●森林保護事業

●市営林保育事業

●森林とふれあい体験事業

●森林経営管理事業

●多面的機能支払交付金

●山村畑作地域活性化事業補助金

●中山間地域農業対策事業補助金

●中山間地域等直接支払交付金

●戸隠遊歩道改修事業（自然環境
整備交付金）

５．観光や地域農作物に対する風
評被害への対応

●国際交流コーナー管理運営事業 ●観光・コンベンション事業助成金

●オリンピックムーブメント促進・復
興支援事業（表参道イルミネーショ
ン、マツシロ夏フェス）

６．避難所の生活環境の改善 ●災害応急対策 ●小中学校防災機能強化等事業

●地域防災計画の策定 ●オリンピック施設大規模改修事業

●社会体育館管理運営事業

●長野運動公園総合運動場管理運
営事業

●南長野運動公園総合運動場管理
運営事業

●スポーツ施設改修事業

●公民館管理運営事業

●小中学校施設長寿命化改修事業

二次的な被害を発生

させないこと
6
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◆事前に備えるべき目標と個別施策分野ごとの取り組む事業 令和６年４月現在

行政経営 保健福祉 環境 防災・安全 教育・文化 産業・経済 都市整備
事前に備えるべき目標 施　　　策

個　　別　　施　　策　　分　　野

１．復興を支える人材の育成・確保
●災害に係る中長期応援派遣職員
受入れ事業

●ボランティアセンター運営 ●復興推進事務事業

●被災建築物応急危険度判定士及
び被災宅地危険度判定士の養成

２．災害廃棄物処理体制の構築 ●災害廃棄物処理事業

３．道路の啓開等 ●道路除雪事業

●地籍調査事業

●建設業組合等との応援協定の締
結

４．応急仮設住宅、災害公営住宅等
の確保

●応急仮設住宅の建設

●災害公営住宅整備事業

５．災害からの文化財の保全
●消防水利整備事業  消火
栓工事負担金

●博物館特別展示室天井耐震改修
事業

●善光寺周辺地区街なみ環境整備
事業

●松代城跡保存整備事業 ●戸隠地区街なみ環境整備事業

●大室古墳群保存整備事業

●文化財保護整備事業

●重要伝統的建造物群保存地区保
存整備事業

●文化財保護補助金

６．コミュティの醸成による文化財等
の保全意識の醸成

●地域公民館建設事業補助金（災
害分）

●ボランティア活動推進事業

●伝統芸能継承事業

７．多様な交流による地域文化保全
意識の醸成

●総合相談支援事業 ●復興推進事務事業
●地域公民館建設事業補助金（災
害分）

●生活支援体制整備事業 ●伝統芸能継承事業

●街角に芸術と音楽があるまちづく
り事業

●子どものための文化芸術プログ
ラム事業

●野外彫刻ながのミュージアム事
業

●諸外国交流事業

●スポーツ推進委員事業

●善光寺御開帳2021　日本一の門
前町大縁日事業

●東京2020を契機とした復興支援
事業
（前夜祭、文化芸術発表ステージ）

８．自主防災意識の向上による地域
文化の保全

●地区防災計画の策定
●自主防災組織強化事業　防災資
機材等購入費補助金

●国際交流コーナー管理運営事業

●消防水利整備事業　消火栓工事
負担金

●外国青年招致事業

7
被災した方々の日常の
生活が迅速に戻ること

※本資料編に掲げられている各事業については、今後の社会情勢の変化等により随時更新することがあります。
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